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第１　はじめに
　近年、農林水産業分野における知的財産権保護、
特に、優れた特性を有する植物の新品種の保護への
関心が高まっている。植物の品種改良には、有利な
形質を持つ植物個体同志を掛け合わせる交配を行う
必要があるが、所望の形質を有する新品種を得るに
は、試行錯誤しながら時には十数年といった気の遠
くなるような期間にわたる交配の繰り返しを経るこ

ともある１。そして、植物の新品種は、一旦優れた
新品種が得られれば、高い付加価値に基づく経済的
な恩恵が期待できる一方で、苗等を入手できれば
容易に増殖させることができるという植物の特性
上、第三者に不法に利用されやすいという側面があ
る。このように、農作物の新品種とは、育成者の創作、
試行錯誤の結果生み出される重要な知的財産の一つ
であり（知的財産基本法２条１項）、保護の必要性
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が声高に叫ばれている。この植物の新品種という知
的財産を保護しているのが種苗法（以下「法」とも
いう。）である。
　種苗法は、「育成者権は、品種登録により発生す
る。」（法19条１項）、「育成者権者は、品種登録を受
けている品種（以下「登録品種」という。）及び当該
登録品種と特性により明確に区別されない品種を業
として利用する権利を専有する。」（法20条１項）と
規定し、植物の新品種を作出し、品種登録をした者
に対して、「育成者権」を与え、登録品種の種苗、収
穫物、加工品の販売等を独占させる権利を付与する。
育成者権者は、育成者権を侵害した者、つまり、育
成者権者の許諾なく登録品種を生産、譲渡等した者
に対して、差止請求、損害賠償請求等を行うことが
できる。
　種苗法は、品種登録の要件（法３条）、品種登録
出願（法５条）、出願品種の審査（法15条）、育成者
権の効力（法20条）、差止請求権（法33条）、損害の
額の推定等（法34条）を規定するなど、建て付けと
しては特許法に近いものとなっている。
　しかしながら、１年間に判決に至る事件が１、２
件というように、育成者権侵害訴訟は件数が非常に
少なく、特許権侵害訴訟のような裁判例の蓄積がな
い。そのため、育成者権侵害訴訟については未解決
の論点が多く残されてきたのが実情である。たとえ
ば、育成者権の権利範囲を確定する重要な規定であ
る種苗法20条１項の「登録品種と特性により明確に
区別されない品種」にあたるかどうかを具体的にど
のように判断するのかについてさえ、最近の裁判例
でようやく明確にされてきたところである。そこで、
本稿では、育成者権侵害訴訟の実務に影響を与えた
最近の裁判例を紹介する。

第２　裁判例の紹介
１　東京地判平成26年11月28日（東京地裁平成21

年（ワ）47799号／平成25年（ワ）21905号）
⑴　はじめに

本件は、なめこの育成者権侵害が争われた事
案である。本件で特徴的な点は、なめこ特有の
現象から、品種登録時に独立行政法人種苗管理
センターに預けていた本件登録品種菌株（いわ
ば標準株）が変異を起こしていたという点であ
る。

また、種苗法には、特許法70条や104条の３

に相当する条文がないところ、本判決は、種苗
法における“構成要件充足性”の判断方法や権
利濫用の抗弁について判示している。特に、権
利濫用については、事後的に品種登録が種苗法
規定の登録要件を備えなくなった場合にも、育
成者権者による請求は権利濫用として認められ
ないとしている。

⑵　事案の概要
なめこの育成者権者である原告が、品種登録

されたなめこを許諾なく又は許諾の範囲を超え
て販売しているとして被告組合及び被告会社に
対して販売差し止め、損害賠償等を求めた事案
である。

なめこ栽培の課題として、なめこの継代培養
の過程で「脱二核化」と呼ばれる現象が発生し
やすいことが知られている。脱二核化が発生す
ると、核を２つ有していた菌糸が、核をひとつ
失って、１核菌糸になってしまい、菌株系統が
維持できなくなってしまう（要するに、ある品
種として栽培していたものが別のものに変わっ
てしまう。）。

本件では、被告が販売していたなめこ（以
下「Ｇ株」と称する。）と、品種登録時に独立行
政法人種苗管理センターに預けられていた菌株
に係るなめこ（以下「Ｋ１株」と称する。）、原
告が保有していた菌株（以下「Ｋ２株」と称す
る。）との同一性について、第三者機関に鑑定嘱
託がなされた。ところが、Ｋ１株は、子実体を
形成せず（おそらく脱二極化によるものと思わ
れる。）、本来同一株であるはずのＫ１株とＫ２
株との間で、栽培特性が大きく異なるという結
果になった。また、Ｋ２株とＧ株の間でも、特
性の一部（収量、菌柄の太さ・長さ）に有意差
があった。それでも、鑑定書は、Ｋ１株、Ｋ２
株およびＧ株を遺伝的に別の特性を有するとい
うことは言えないと結論づけている。Ｇ株、Ｋ
１株及びＫ２株の関係図を以下に示す。

原告は、鑑定の結果を補強するという名目
で、Ｋ１株及びＫ２株のＤＮＡ分析（大学教授
Ａが実施した試験と、大学教授Ｂが実施した試
験。それぞれＤＮＡ分析は手法が異なる。）を行
い、Ｋ１株は、Ｋ２が脱二核化したものである
との主張をした。




